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ティを課す手段としてこの契約の基礎条項が用いられているようである。Cf. John Birds &




９）The Law Commission and The Scottish Law Commission, Insurance Contract Law－A Joint
Scoping Paper,２００６.






























いる。Cf. Gordon Borrie and Aubrey L. Diamond, The Consumer, Society and the Law,４th ed.,
Middlesex,１９８１, pp.２５２－２５３，ボーリー，ダイヤモンド著，新井正男・池上俊雄訳『〔新
版〕消費者保護－イギリス法の歩み－』中央大学出版部，１９９０年，２６３頁。







１７）The Law Commission, Report No.１０４, Insurance Law－Non-disclosure and Breach of
Warranty,１９８０, Cmnd.８０６４.






















１９）The National Consumer Council, Insurance Law Reform－The consumer case for a review of
insurance law,１９９７.
２０）国際保険法協会（Association Internationale de Droit des Assurances : AIDA）のイギリス支
部である。











定義が述べられているが，これは，Mutual Life Insurance Co. of New York v.
































２３）［１９２５］A. C.３４４, at pp.３５１－３５２, per Lord Salvesen.























１９７９年に提議された保険契約法に関する E. E. C.指令２８）を受けて作成されたも
のである。これは開示義務とワランティに関して，現行法の問題点および改正
の方途を詳細に述べたものであり，特に開示義務については E. E. C.指令にお
いて採用されたプロ・ラタ原則２９）の導入の可否について検討がなされてい






ロポーザル（Proposal for Council Directive on the co-ordination of laws, regulations and
administrative provisions relating to insurance contracts）」である。このプロポーザルは翌１９８０
年に修正されたが，しかしその後実現に至ることはなかった。
２９）フランス法をモデルとした原則であり，ヨーロッパでは The proportionality principleまた

































く，したがって契約締結時に両当事者に善意の義務（duty of good faith）は存
在しないのであるが，しかしこれには最大善意の契約（contracts uberrimae





































































































































































３２ 松山大学論集 第１９巻 第１号
負うものとされている。４５）
その他としては，開示義務に影響を与える法律について述べられている。


































































５１）［１９７５］２Lloyd’s Rep.４８５, at p.４９１.

























５２）Ibid ., at p.４９２.



































































































































































































４２ 松山大学論集 第１９巻 第１号
実表示の場合には，そのような結果となり得るのである。声明の第２節におい
ては，第１の保険実務に関する声明におけるのと同様な申込書の内容に関する
規定が置かれている。６３）」
２つの声明をこのように概観した上で，法律委員会は以下の点が問題である
と指摘している。第一にそれは，２つの声明は「保険者は，不開示または不実
表示を理由として不

合

理

に

責任を履行拒絶しない，または保険金請求を拒絶し
ない」と規定しているが，責任の履行ないし保険金請求の拒絶が不合理である
か否かの判断は，依然として唯一保険者に委ねられるという点である。法律委
員会は，この点が不満足であるとしている。また，これらの声明自体は法を変
更するものではなく，単に現行の保険実務を述べたものに過ぎないと指摘され
ている。したがって，保険者は何時でも不開示を理由として保険金請求を拒絶
する厳格な法的権利を主張することができるのであるが，しかし法律委員会
は，既に示したように不開示に関する法は不公正であり，さらに，このような
保険実務に関する声明が発表されること自体が，法が不満足なものであり，ま
た変更の必要があるということの証拠であるとしている。また，声明には法的
拘束力がなく，保険者がこれに従わない場合には被保険者は法的に救済されな
いということ，および声明の対象は「個人として」保険に加入した契約者に限
定されているが，それ以外にも同様な保護を必要とする契約者が存在するとい
うことが指摘されている。法律委員会は，被保険者のさらなる保護は立法に
よってなされるべきであるとし，結論として，現行の開示義務法の弊害は保険
実務に関する声明によっては正されることはないとしている。６４）
法律委員会はこのような結論に基づき，次章において開示義務法改正の方途
について検討を行っている。その詳細については，次節において明らかにする
こととしたい。 （未完）
６３）Par.３.２６.
６４）Par.３.２７－３.３０.
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